
平成 17年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 17年 5月 20日

上   場   会   社   名       株式会社　コジマ 上場取引所 東

コード番号       7513 本社所在都道府県

（ＵＲＬ  http://www.kojima.net） 栃木県

代　　　表　　　者　　　役職名 代表取締役社長　　　氏　名 小島　章利 TEL (028) 621 - 0001

問合せ先責任者　　　役職名 経理本部長　　　　　　氏　名 尾花　英行
決算取締役会開催日　　　 平成17年5月20日 中間配当制度の有無　　  有
配当支払開始予定日       平成17年6月30日 定時株主総会開催日　　　平成17年6月29日
単元株制度採用の有無　　有(１単元　100 株)

１. 17年  3月期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)経営成績 　　（百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 490,005 3.1 △ 3,735 - 5,783 72.6

16年  3月期 475,480 △ 5.4 △ 7,253 - 3,350 46.0

  １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年  3月期 1,964 174.4 50.49 42.27 3.0 2.7 1.2

16年  3月期 715 83.8 18.40 16.14 1.1 1.6 0.7
(注)①期中平均株式数 17年3月期    38,910,088 株　　　16年3月期    38,910,027 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

17年  3月期 17.50 6.50 11.00 680 34.7 1.0

16年  3月期 16.50 6.50 10.00 642 89.7 1.0
(注)17年3月期期末配当金の内訳は、普通配当10円00銭、記念配当1円00銭であります。　

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年  3月期 214,539 66,855 31.2 1,718.10

16年  3月期 208,250 65,461 31.4 1,682.38

(注)①期末発行済株式数　17年3月期 　   38,912,282 株　16年3月期     　38,910,027 株

 　  ②期末自己株式数　　 17年3月期 　            434 株 　16年3月期                 293 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 262,000 4,620 △ 4,419 6.50 － －

通　　期 527,000 8,200 △ 2,860 － 10.00 16.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △ 73 円 50 銭 

　※ 上記の予想は、現時点で入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る現時点における仮定を前提としております。
　　　実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
　　　上記の予想に関する事項につきましては、添付資料の６ページをご参考ください。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

１株当たり年間配当金
配当性向

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金



１．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

増減

（△は減）

区分
注記番
号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額
(百万円)

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 ※1  19,859   26,128  6,269

２．受取手形 131 260 129

３．売掛金 7,313 8,539 1,226

４．商品 73,557 67,860 △5,697

５．貯蔵品 121 95 △25

６．前渡金 37 29 △7

７．前払費用 1,554 1,606 52

８．未収入金 4,790 4,833 42

９．繰延税金資産 1,062 1,394 331

10．その他 1,466 995 △470

11．貸倒引当金 △97 △113 △15

流動資産合計 109,795 52.7 111,630 52.0 1,834

Ⅱ　固定資産  

(1)有形固定資産  

１．建物 ※1 68,033 72,229  

減価償却累計額 21,622 46,411 24,252 47,977 1,566

２．構築物  6,246 6,414  

減価償却累計額 3,641 2,604 3,732 2,682 77

３．機械及び装置  1,353 1,353  

減価償却累計額 533 819 650 703 △116

４．車両運搬具  110 49  

減価償却累計額 104 6 46 2 △3

５．器具及び備品  5,061 5,457  

減価償却累計額 3,014 2,047 3,444 2,013 △33

６．土地 ※1 17,996 20,445 2,449

７．建設仮勘定 8 8 △0

有形固定資産合計 69,894 33.6 73,832 34.4 3,938

－1－ 　



前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

増減

（△は減）

区分
注記番
号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額
(百万円)

(2)無形固定資産  

１．借地権 517 497 △19

２．商標権 7 11 3

３．電話加入権 149 149 －

４．ソフトウェア 95 162 66

無形固定資産合計 769 0.4 820 0.4 50

(3)投資その他の資産  

１．投資有価証券 ※1 769 866 97

２．関係会社株式 651 678 26

３．長期貸付金 49 45 △3

４．関係会社長期貸付金 192 226 34

５．長期前払費用 2,900 2,865 △34

６．長期差入保証金 ※1 22,164 21,951 △212

７．繰延税金資産 521 1,012 490

８．その他 588 655 67

９．貸倒引当金 △46 △46 0

投資その他の資産合計 27,791 13.3 28,256 13.2 465

固定資産合計 98,455 47.3 102,909 48.0 4,454

資産合計 208,250 100.0 214,539 100.0 6,289
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前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

増減

（△は減）

区分
注記番
号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額
(百万円)

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 42,126 43,884 1,757

２．１年以内返済予定長期
借入金

※1 20,027 27,217 7,189

３．1年以内償還予定の社債 200 200 －

４．１年以内償還予定の転
換社債

10,000 － △10,000

５．未払金 559 633 73

６．未払費用 6,984 7,056 72

７．未払法人税等 801 2,652 1,851

８．未払事業所税 238 264 25

９．未払消費税等 676 718 41

10．前受金 2,257 2,601 343

11．預り金 101 123 21

12．前受収益 49 68 19

13．その他 1 1 △0

流動負債合計 84,025 40.4 85,421 39.8 1,396

Ⅱ　固定負債  

１．社債 500 300 △200

２．新株予約権付社債  － 6,000 6,000

３．長期借入金 ※1 56,123 52,888 △3,234

４．ポイント引当金 833 1,515 682

５．役員退職慰労引当金 187 205 18

６．その他 1,119 1,352 233

固定負債合計 58,763 28.2 62,262 29.0 3,499

負債合計 142,789 68.6 147,684 68.8 4,895
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前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

増減

（△は減）

区分
注記番
号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額
(百万円)

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※2,6 18,914 9.1 18,916 8.8 2

Ⅱ　資本剰余金  

資本準備金 20,938 20,940 1

資本剰余金合計 20,938 10.0 20,940 9.8 1

Ⅲ　利益剰余金  

１．利益準備金 670 670 －

２．任意積立金  

 別途積立金 24,000 24,000 －

３．当期未処分利益 845 2,167 1,322

利益剰余金合計 25,515 12.3 26,837 12.5 1,322

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※5 93 0.0 161 0.1 67

Ⅴ　自己株式 ※3 △0 △0.0 △0 △0.0 △0

資本合計 65,461 31.4 66,855 31.2 1,393

負債資本合計 208,250 100.0 214,539 100.0 6,289
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

増減
（△は減）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額
(百万円)

比率
(％)

Ⅰ　売上高 475,480 100.0 490,005 100.0 14,524 3.1

Ⅱ　売上原価   

１．商品期首たな卸高 73,842 73,557   

２．当期商品仕入高 399,877 404,049   

合計 473,719 477,606   

３．他勘定振替高 ※1 △199 △166   

４．商品期末たな卸高 73,557 67,860   

差引売上原価 399,963 84.1 409,580 83.6 9,616 2.4

売上総利益 75,516 15.9 80,424 16.4 4,907 6.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費    

１．販売手数料 2,857 2,977   

２．運送費 5,308 5,620   

３．広告宣伝費 9,902 10,000   

４．販売促進費 － 4,922   

５．給与手当 25,557 25,120   

６．役員退職慰労引当金繰
入額

28 24   

７．水道光熱費 3,348 3,456   

８．減価償却費 4,753 4,804   

９．賃借料 13,493 13,547   

10．貸倒引当金繰入額 81 15   

11．その他 17,438 82,770 17.4 13,670 84,160 17.2 1,390 1.7

営業損失 7,253 △1.5 3,735 △0.8 3,517 －

Ⅳ　営業外収益   

１．受取利息 112 115   

２．受取配当金 8 37   

３．販促協賛金 11,677 10,612   

４．その他 170 11,969 2.5 196 10,962 2.3 △1,007 △8.4

Ⅴ　営業外費用   

１．支払利息 1,101 1,135   

２．社債利息 17 15   

３．社債発行費 －   33     

４．その他 246 1,365 0.3 258 1,442 0.3 76 5.6

経常利益 3,350 0.7 5,783 1.2 2,433 72.6
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前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

増減
（△は減）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額
(百万円)

比率
(％)

Ⅵ　特別利益   

１. 投資有価証券売却益 142 －   

２．投資有価証券清算益 － 11   

３．固定資産売却益 ※2 －   0     

４．収用補償金 160 302 0.1 － 11 0.0 △291 △96.3

Ⅶ　特別損失   

１．投資有価証券売却損 0 －   

２．投資有価証券評価損 1,139 9   

３．関係会社株式評価損 － 373   

４．固定資産売却損 ※3 1 63   

５．固定資産除却損 ※4 265 856   

６．退店関連損失 9 380   

７．役員退職慰労引当金繰
入額

16 －   

８．過年度社会保険料 233 －   

９．過年度不動産関連費用 － 1,667 0.4 43 1,726 0.4 59 3.6

税引前当期純利益 1,985 0.4 4,068 0.8 2,082 104.9

法人税、住民税及び事
業税

1,301 2,972   

法人税等調整額 △31 1,269 0.2 △868 2,104 0.4 834 65.7

当期純利益 715 0.2 1,964 0.4 1,248 174.4

前期繰越利益 382 456 73 19.3

中間配当額 252 252 △0 △0.0

当期未処分利益 845 2,167 1,322 156.4
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(3）利益処分計算書（案）

前事業年度
平成16年６月29日

当事業年度
平成17年６月29日

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益 845 2,167

Ⅱ　利益処分額

配当金 389 389 428 428

Ⅲ　次期繰越利益 456 1,739

  

（注）１．日付は、株主総会承認日及びその予定日であります。

２．平成16年12月17日に252百万円（1株につき6円50銭）の中間配当を実施しております。

１株当たり配当金の内訳

 前事業年度 当事業年度

 年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 16 50 6 50 10 00 17 50 6 50 11 00

（内訳）

普通配当 16 50 6 50 10 00 16 50 6 50 10 00

記念配当  － － － 1 00 － 1 00

－7－ 　



重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

 

(1)子会社株式

移動平均法による原価法によっており

ます。

(1)子会社株式

同左

(2)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法によってお

ります。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)商品

総平均法による原価法によっておりま

す。

(1)商品

同左

(2)貯蔵品

最終仕入原価法による原価法によって

おります。

(2)貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法によっております。

耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

ただし、事業用定期借地権が設定され

ている借地上の建物については、当該

契約期間を耐用年数とし残存価額を零

とする定額法によっております。

(1)有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

自社利用ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）

による定額法によっております。

(2)無形固定資産

自社利用ソフトウェア

同左

その他

定額法によっております。

耐用年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によってお

ります。

その他

同左

(3)長期前払費用

定額法によっております。

(3)長期前払費用

同左

４．繰延資産の処理方法

 

            ──────  社債発行費

      支出時に全額費用として処理してお

      ります。

－8－ 　



項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(2)ポイント引当金

顧客に付与したポイントの将来の利用

に備えるため、当期末における利用実

績率に基づき将来利用されると見込ま

れる額を計上しております。

(2)ポイント引当金

同左

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異（481百万

円）については15年による按分額を当

該年数にわたって費用の減額処理して

おります。

また、数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

(3)退職給付引当金

同左

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。なお、過年度相当額（当期

末現在の在任者分84百万円）について

は平成12年３月期から５年間で均等繰

入しております。

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処理の要

件を充たしているため特例処理を採用

しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

(3)ヘッジ方針

金利変動による借入債務の金利負担増

大の可能性を減殺するために行ってお

ります。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ有効性評価については明らかに

高い有効性が認められるため評価を省

略しております。

(1)ヘッジ会計の方法 

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3)ヘッジ方針

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1)消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

(1)消費税等の処理方法

同左

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

──────

 

「販売促進費」は販売費及び一般管理費の合計額の100分

の５を超えたため、当事業年度より区分掲記しております。

  なお、前事業年度は販売費及び一般管理費の「その他」

に3,931百万円含まれています。

 

追加情報

前事業年度
（自　平成15年４月１日

至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

(未払賞与に対応する社会保険料会社負担額の費用処理方法)

 賞与に対応する社会保険料の会社負担額は、従来、

賞与支給時に費用計上しておりましたが、厚生年金保

険法等の改正により平成15年４月から保険料算定方式

に総報酬制が導入されたことに伴い、重要性が増した

ため、当事業年度から未払賞与に対応する社会保険料

の会社負担額を未払計上しております。

 また、前事業年度の未払賞与に対応する社会保険料

の会社負担額は、当事業年度において特別損失として

処理しております。

 この結果、前事業年度と同一の方法によった場合に

比べ、営業損失は４百万円減少し、経常利益は４百万

円増加し、また税引前当期純利益は229百万円減少し

ております。

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

処理方法）

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会　平成16年２月13日）が

公表されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割301

百万円を販売費及び一般管理費として処理しておりま

す。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

※１　担保に供している資産及び担保権によって担保され

ている債務は以下のとおりであります。

※１　担保に供している資産及び担保権によって担保され

ている債務は以下のとおりであります。

資産の種類 金額（百万円）

預金 150

建物 4,822

土地 11,596

投資有価証券 62

長期差入保証金 389

合計 17,021

資産の種類 金額（百万円）

預金 150

建物 4,476

土地 11,463

投資有価証券 57

長期差入保証金 355

合計 16,503

債務の種類  金額（百万円）

１年以内返済予定長期

借入金
 13,701

長期借入金  11,805

合計  25,506

債務の種類  金額（百万円）

１年以内返済予定長期

借入金
 16,623

長期借入金  25,321

合計  41,945

※２　授権株式数　　　　普通株式 97,200,000株

      発行済株式総数　　普通株式 38,910,320株

※２　授権株式数　　　　普通株式 97,200,000株

      発行済株式総数　　普通株式 38,912,716株

※３　当社が保有する自己株式の数は、普通株式293株で

あります。

※３　当社が保有する自己株式の数は、普通株式434株で

あります。

  ４　貸出コミットメント   ４　貸出コミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

 (百万円)

貸出コミットメントの総額 30,000

借入実行残高 －

差　引　額 30,000

 (百万円)

貸出コミットメントの総額 20,000

借入実行残高 －

差　引　額 20,000

※５　配当制限 ※５　配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は93百万円で

あります。

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は161百万円

であります。

  ６              ────── ※６　当期中の発行済株式数の増加

 発行形態    転換社債型新株予約権付社債

            の新株予約権の行使

発行株式数              2,396株

発行価格            3,998,924円

資本組入額          2,000,660円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

(百万円)

販売費及び一般管理費 86

営業外費用 112

合計 199

(百万円)

販売費及び一般管理費 114

営業外費用 51

合計 166

  ２              ────── ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 

  

  

(百万円)

車両運搬具 0

  

※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

(百万円)

器具及び備品 1

  

(百万円)

建物 18

構築物 0

車両運搬具 0

器具及び備品 0

土地 44

合計 63

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

(百万円)

建物 183

構築物 72

その他 9

合計 265

(百万円)

建物 756

構築物 65

器具及び備品 32

車輌運搬具 1

合計 856
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額相
当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高相
当額
(百万円)

建物 1,947 243 1,703

機械及び装置 707 169 537

車両運搬具 24 20 4

器具及び備品 5,185 1,356 3,828

ソフトウェア 314 174 139

合計 8,179 1,966 6,213

取得価額相
当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高相
当額
(百万円)

建物 3,102 322 2,780

機械及び装置 703 260 442

車両運搬具 23 8 14

器具及び備品 6,021 2,224 3,797

ソフトウェア 606 243 363

合計 10,457 3,059 7,398

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

（注）  取得価額相当額は、従来、支払利子込み法により

表示しておりましたが、重要性が増したため当事

業年度から原則的方法による表示に変更しており

ます。

なお、支払利子込み法により算定した金額は次の

とおりであります。

取得価額相
当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高相
当額
(百万円)

建物 4,196 486 3,709

機械及び装置 740 274 465

車両運搬具 31 13 17

器具及び備品 6,338 2,332 4,006

ソフトウェア 627 251 376

合計 11,933 3,357 8,576

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

(百万円)

１年以内 1,281

１年超 4,931

合計 6,213

(百万円)

１年以内 1,431

１年超 6,079

合計 7,510

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

（注）  未経過リース料期末残高相当額は、従来、支払利

子込み法により表示しておりましたが、重要性が

増したため当事業年度から原則的方法による表示

に変更しております。

なお、支払利子込み法により算定した金額は次の

とおりであります。

(百万円)

１年以内 1,634

１年超 6,942

合計 8,576
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前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(百万円)

支払リース料 1,059

減価償却費相当額 1,059

(百万円)

支払リース料 1,414

減価償却費相当額 1,268

支払利息相当額 189

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。

なお、残存価額については、リース契約上に残価保証

の取決めがあるものについては当該残価保証額とし、

それ以外のものは零としております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

 ２．オペレーティング・リース取引

     未経過リース料

 

  

  

  

(百万円)

１年以内 0

１年超 2

合計 2

（有価証券関係）

　最近２事業年度において、子会社株式で時価のあるものはありません。

－14－ 　



（税効果会計関係）

 前事業年度
（平成16年３月31日）

 当事業年度
（平成17年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産（流動） （百万円）

未払費用 880

未払事業所税 96

その他 85

1,062

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 75

減価償却超過額 570

ポイント引当金 336

その他 161

1,145

繰延税金負債（固定）  

前払年金費用 △336

その他 △178

△515

繰延税金資産（固定）の純額（小

計）
629

評価性引当額 △108

繰延税金資産（固定）の純額 521

繰延税金資産（流動） （百万円）

未払費用 805

未払事業税 267

未払事業所税 106

その他 214

1,394

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 83

減価償却超過額 778

ポイント引当金 612

関係会社株式評価損 151

その他 202

1,827

繰延税金負債（固定）  

前払年金費用 △336

その他 △269

△606

繰延税金資産（固定）の純額（小

計）
1,221

評価性引当額 △209

繰延税金資産（固定）の純額 1,012

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

(％)

法定実効税率 41.7

（調整）

住民税均等割額 10.5

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△0.2

過年度法人税等 3.0

評価性引当額 5.6

その他 2.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 64.0

(％)

法定実効税率 40.4

（調整）

住民税均等割額 4.7

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8

評価性引当額 4.4

その他 1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.7
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２．役員の異動
平成17年６月29日開催予定の定時株主総会の決議により、次の通り役員の異動を行う予定です。

 (１) 役員の異動

    ① 新任監査役候補

         （非常勤）監査役  相澤光江（現 弁護士）

          (注) 相澤光江氏は、「株式会社の監査等に関する特例に関する法律」第18条第１項に定める

               社外監査役であります。

      ② 退任予定監査役

            (非常勤）監査役  仲山 茂 

 (２) 就任予定日

      平成17年６月29日
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